










　土地建物等を譲渡した場合、譲渡収入金額から取得費（※1）、譲渡費用（※2）、特別控除額を差し引いた
課税譲渡所得に所得税・住民税が課せられます。
　その際、譲渡資産の所有期間（※3）が譲渡した年の1月1日において5年を超える場合を「課税長期譲渡
所得」、5年以下の場合を「課税短期譲渡所得」と呼び、それぞれにおいて所得税・住民税の税率が異なります。

（1）土地・建物の譲渡に伴う課税
❶譲渡所得

　売却した土地建物等を買い入れたときの購入代金や、購入（仲介）手数料等の資産の取得に
要した金額に、その後支出した改良費、設備費を加えた合計額をいいます。
　なお、建物の取得費は、所有期間中の減価償却費相当額を差し引いて計算します。また、土地
建物等の取得費が分からなかったり、実際の取得費が譲渡金額の5％よりも少ないときは、譲渡
金額の5％を取得費（概算取得費）とすることができます。

※1 取得費

　土地建物等を売却するために支出した費用をいい、譲渡（仲介）手数料、登記費用、測量費、売買
契約書の印紙代、売却するときに借家人等に支払った立退料、建物を取り壊して土地を売却する
ときの取り壊し費用等です。

※2 譲渡費用

6

［取得日］
・原則として、譲渡資産の引き渡しを受けた日（自己建設の場合は建設完了日）になります。ただし、
契約効力発生の日とすることもできます。
・相続（限定承認を除く）または贈与で取得した場合は、被相続人または贈与者が取得した日になります。
・譲渡の特例を受けて取得した資産については次表のようになります。

［譲渡日］
原則として、資産を引き渡した日になります。ただし、契約効力発生の日とすることもできます。

※3 所有期間の判定基準

旧資産の取得時期を引き継がないもの旧資産の取得時期を引き継ぐもの

・固定資産の交換
・収用等による代替資産
・特定の交換分合の特例

・居住用財産の買換
・特定事業用資産の買換
・等価交換の立体買換

所得税・住民税1 所得税…不動産を譲渡・賃貸した個人が払う国税です
住民税…不動産を譲渡・賃貸した者が払う都道府県税及び市町村税です
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長期譲渡所得（措法31）

・税率

　課税長期譲渡所得金額が8,000万円であった場合
　　8,000万円 × 20.315％（※） ＝ 1,625.2万円

所得税 住民税 計
15.315％（※） 5％ 20.315％

計算例

ロ）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の特例（措法31の2）
　（適用期限 平成31年12月31日）

売買代金から取得費・譲渡費用を差し引いた長期譲渡所得金額が1億円で、居住用財産の譲渡所得に
係る3,000万円特別控除を適用した場合の税額。

　　　7,000万円に軽減税率を適用
　　  （ 6,000万円 × 14.21％ ）＋｛（ 7,000万円 － 6,000万円 ）× 20.315％｝＝ 1,055.75万円 … 税額

課税長期譲渡所得金額
2,000万円以下の部分

所得税
10.21％（※）

住民税
4％

計
14.21％

2,000万円超の部分 15.315％（※） 5％
※他の特例との併用不可

20.315％

計算例

（長期譲渡所得金額）

6,000万円以下の部分に対する所得税・住民税 6,000万円超の部分に対する所得税・住民税

（特別控除） （課税長期譲渡所得金額）

イ）所有期間10年超の居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例（措法31の3）
●特例

課税長期譲渡所得金額
6,000万円以下の部分

所得税
10.21％（※）

住民税
4％

計
14.21％

6,000万円超の部分 15.315％（※） 5％ 20.315％

（※）所得税の税率には復興特別所得税（基準所得税額×2.1％）が含まれています。以下、所得税については同様とします。

1．所得税・住民税

所得税・住民税の合計金額です。　

　　　 　　1億円　    －     3,000万円　   ＝　   7,000万円
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　課税短期譲渡所得金額が6,000万円であった場合

　　6,000万円 × 39.63％ ＝ 2,377.8万円
所得税・住民税の合計金額です。　

　譲渡する相手が国または地方公共団体等で一定の要件を満たす場合の税率
　　所得税　30.63％（※）　　15.315％（※）　　　住民税　9％　　5％

所得税 住民税 計
30.63％（※） 9％ 39.63％

計算例

短期譲渡所得（措法32）

・税率

1．所得税・住民税
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（1）課税物件表
課税物件 非課税物件課税標準及び税額

⒜不動産等の譲渡
　に関する契約書
⒝地上権、土地の
　賃借権の設定ま
　たは譲渡に関す
　る契約書

（ア）契約金額の記載のある契約書１通につき

（イ）契約金額の記載のない契約書１通につき200円

１万円未満の契約
金額の記載のある
契約書

売上代金に係る金
銭等の受取書
例）不動産賃料の
　  受取書

（ア）売上代金に係る金銭で受取金額の記載のあるもの

（イ）（ア）に掲げる受取書以外の受取書１通につき200円

5万円未満の契約
金額の記載のある
契約書

　　超 以下

  10万円 200円

10万円 50万円 400円

50万円 100万円 1,000円

 超 以下

  100万円 200円

 100万円 200万円 400円

 200万円 300万円 600円

 300万円 500万円 1,000円

 500万円 1,000万円 2,000円

1,000万円  2,000万円 4,000円

2,000万円  3,000万円 6,000円

3,000万円  5,000万円 1万円

5,000万円  1億円 2万円

 1億円 2億円 4万円

 2億円 3億円 6万円

 3億円 5億円 10万円

 5億円 10億円 15万円

 10億円  20万円

100万円 500万円 2,000円

500万円 1,000万円 1万円
1,000万円 5,000万円 2万円

5,000万円 1億円 6万円

　　1億円 5億円 10万円

　　5億円 10億円 20万円

     10億円 50億円 40万円

     50億円 　 60万円

印 紙 税3 印紙税…不動産取引の契約書を作るとき等に払う国税です
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